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１ 第３次広域計画の趣旨

 世界に冠たる国民皆保険を堅持し、将来にわたり医療保険制度を持

続可能な ものと していく ことな どを目 的とした 医療制 度改革関 連 法

が平成 18 年に成立し、老人保健法が「高齢者の医療の確保に関する

法律」に改められ、この法律により、75 歳（65 歳以上で一定の障害が

あり認定を受けた方を含む。）以上の方を対象とする後期高齢者医療

制度（以下「本制度」という。）が、他の医療保険から独立した新し

い医療保険制度として、平成 20 年４月１日から施行されました。

 本制度の運営主体は、都道府県を単位として全市町村で組織する広

域連合が担うこととされており、また、その運営に当たり、各広域連

合においては、地方自治法第 291 条の７の規定に基づき、「広域計画」

を作成することになっています。

 鹿児島県においては、県内全ての市町村（以下「関係市町村」とい

う。）が加入する鹿児島県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」

という。）が平成 19 年３月１日に設立され、同年７月には、平成 23

年度まで の５年 間を計画 期間と する鹿 児島県後 期高齢 者医療広 域 連

合広域計画（以下「広域計画」という。）を策定し、広域連合規約第

５条に広域計画に記載する項目として規定されている「(1) 後期高齢

者医療制 度の実 施に関連 して広 域連合 及び関係 市町村 が行う事 務 に

関すること。(2) 広域計画の期間及び改定に関すること。」を定めた

ところです。

 その後、平成 24 年度から平成 28 年度までの５年間を計画期間とす

る第２次広域計画を策定し、県や関係機関等と連携を図りながら、関

係市町村と一体となって、保険者機能の充実と健全で安定した制度の

運営に努めてきました。

 この間、将来にわたって持続可能な医療保険制度構築のため、本制

度についても様々な改善や検討が進められているところです。

 こうした中、第２次広域計画が平成 28 年度をもって計画期間の満

了を迎えることから、本制度を巡る状況や動向等を踏まえつつ、引き

続き関係市町村と緊密に連携・協力して本制度の円滑かつ安定的な運

営を図っていくため、第３次広域計画を策定するものです。

２ 現状と課題

鹿 児 島 県 の 後 期 高 齢 者 医 療 の 被 保 険 者 数 は 、 本 制 度 が 発 足 し

た 平 成 20 年 度 に は 約 24 万 ７ 千 人 で し た が 、平 成 27 年 度 に は 約
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2 6 万 ３ 千 人 と 年 々 増 加 し て い ま す 。

国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の 「 日 本 の 地 域 別 将 来 推 計 人

口（ 平 成 25 年 ３ 月 推 計 ）」に よ る と 、鹿 児 島 県 の 総 人 口 は 、平

成 22 年 の 約 17 0 万 ６ 千 人（ 国 勢 調 査 ）か ら 令 和 17 年 に は 約 138

万 ６ 千 人 と 年 々 減 少 が 見 込 ま れ て い ま す が 、75 歳 以 上 の 人 口 は 、

平 成 22 年 の 約 25 万 ４ 千 人 か ら 令 和 17 年 に は 約 32 万 ３ 千 人 と

増 加 の 一 途 を た ど る こ と が 予 想 さ れ て い る こ と か ら 、 被 保 険 者

数 は 今 後 も 増 加 傾 向 に あ り 、 特 に 、 い わ ゆ る 「 団 塊 世 代 」 が 75

歳 を 迎 え る 令 和 ５ 年 か ら 令 和 ７ 年 に か け て は 急 激 な 増 加 が 見 込

ま れ ま す 。

ま た 、 被 保 険 者 一 人 当 た り 医 療 費 も 、 本 制 度 が 発 足 し た 平 成

20 年 度 の 約 96 万 ３ 千 円 か ら 平 成 27 年 度 に は 約 10 6 万 ８ 千 円 と

10. 97％ の 伸 び と な っ て お り 、今 後 も 高 齢 化 の 進 展 や 医 療 の 高 度

化 等 に 伴 い 、 年 々 増 加 す る も の と 思 わ れ ま す 。

こ の よ う な 状 況 を 踏 ま え 、 将 来 に わ た り 被 保 険 者 が 安 心 し て

必 要 か つ 適 切 な 医 療 を 受 け ら れ る よ う 、 関 係 市 町 村 と 連 携 し て

健 全 な 財 政 運 営 や 医 療 費 の 適 正 化 、 保 健 事 業 の 充 実 等 に 努 め 、

安 定 的 な 制 度 運 営 を 図 っ て い く 必 要 が あ り ま す 。

( 1 )  健 全 な 財 政 運 営

 本 制 度 の 安 定 的 な 運 営 を 進 め て い く た め に は 、 財 源 を 的 確

に 確 保 し 、 健 全 な 財 政 運 営 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。

 こ の う ち 、 被 保 険 者 が 負 担 す る 保 険 料 に つ い て は 、 適 切 な

負 担 と な る 保 険 料 率 を 設 定 す る と と も に 、 収 納 率 の 向 上 に 努

め る こ と が 必 要 で す 。

 鹿 児 島 県 の 保 険 料 率 は 、本 制 度 発 足 当 初 、均 等 割 額 45,9 0 0

円 、所 得 割 率 8.63％ で ス タ ー ト し ま し た が 、 被 保 険 者 数 の 増

加 や 医 療 の 高 度 化 等 に 伴 う 保 険 給 付 費 の 増 に よ り 、 本 計 画 策

定 時 に お け る 保 険 料 率（ 平 成 28・ 29 年 度 ）は 均 等 割 額 51, 50 0

円 、 所 得 割 率 9.97％ と 上 昇 し て い ま す 。

 今 後 も 保 険 給 付 費 の 伸 び が 予 測 さ れ る こ と か ら 、 ２ 年 ご と

に 見 直 さ れ る 保 険 料 率 の 伸 び を い か に 抑 制 し て い く か が 課 題

と な っ て い ま す 。

 ま た 、 国 に お い て は 、 医 療 保 険 制 度 改 革 の 一 環 と し て 、 制

度 の 持 続 可 能 性 を 高 め る た め 、 世 代 間 ・ 世 代 内 の 負 担 の 公 平

を 図 り 、 負 担 能 力 に 応 じ た 負 担 を 求 め る 観 点 か ら 、 高 額 療 養

費 制 度 及 び 保 険 料 軽 減 特 例 に つ い て 、平 成 29 年 度 か ら 段 階 的
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に 見 直 す こ と と し て お り 、 こ の う ち 高 額 療 養 費 制 度 に つ い て

は 、 現 役 並 み 所 得 者 及 び 一 般 所 得 者 の 算 定 基 準 額 が 引 き 上 げ

ら れ る こ と と な り 、保 険 料 軽 減 特 例 に つ い て は 、低 所 得 者 に 対

す る 被 保 険 者 均 等 割 額 軽 減 は 当 面 継 続 と な っ た も の の 、 所 得

割 額 及 び 元 被 扶 養 者 の 均 等 割 額 の 軽 減 は 段 階 的 に 本 則 に 戻 す

こ と と な り ま し た 。ま た 、そ の 後 も 医 療 保 険 に お け る 後 期 高 齢

者 の 窓 口 負 担 の あ り 方 な ど 経 済 ・ 財 政 再 生 計 画 に 基 づ く 制 度

の 見 直 し が 予 定 さ れ て お り 、 こ れ ら は い ず れ も 高 齢 者 の 負 担

増 に つ な が る 内 容 が 含 ま れ て い る こ と か ら 、 低 所 得 者 が 多 い

本 県 の 被 保 険 者 に と っ て は 影 響 が 大 き い た め 、 今 後 の 推 移 を

見 極 め な が ら 適 切 に 対 応 し て い く 必 要 が あ り ま す 。

 保 険 料 収 納 率 に つ い て は 、 平 成 27 年 度 に お い て 、 現 年 度 ・

過 年 度 分 が 99. 34％ 、 滞 納 繰 越 分 が 45.3 6％ 、 全 体 （ 現 年 度 ・

過 年 度・滞 納 繰 越 分 ）で は 98. 68％ と な っ て お り 、公 平 性 を 確

保 す る た め に も 、 未 納 保 険 料 の 収 納 対 策 が 引 き 続 き 大 き な 課

題 と な っ て い ま す 。

( 2 )  医 療 費 の 適 正 化

年 々 増 加 が 見 込 ま れ る 医 療 費 の 抑 制 を 図 る た め 、 広 域 連 合

で は 、 診 療 報 酬 明 細 書 点 検 や 医 療 費 通 知 、 後 発 医 薬 品 の 普 及

促 進 、 重 複 ・ 頻 回 受 診 者 訪 問 指 導 等 の 実 施 を 通 じ て 医 療 費 適

正 化 の 取 組 を 推 進 し て き ま し た が 、 今 後 さ ら に 取 組 を 強 化 し

て い く 必 要 が あ り ま す 。

( 3 )  保 健 事 業 の 推 進

 元 気 な 高 齢 者 を 増 や し 、 被 保 険 者 が で き る 限 り 長 く 自 立 し

た 日 常 生 活 を 送 る こ と が で き る よ う 、 そ れ ぞ れ の 年 齢 や 心 身

の 状 況 等 に 応 じ た 健 康 の 保 持 増 進 の 取 組 が 、 医 療 費 適 正 化 の

観 点 か ら も 重 要 に な っ て い ま す 。

 広 域 連 合 で は 、 関 係 市 町 村 と 連 携 し な が ら 、 健 康 診 査 （ 長

寿 健 診 ） や 口 腔 検 診 の 受 診 勧 奨 及 び 受 診 率 の 向 上 、 長 寿 健 診

結 果 の デ ー タ に 基 づ く 低 栄 養 防 止 ・ 重 症 化 予 防 等 の 推 進 、 高

齢 者 元 気 づ く り 事 業 の 実 施 な ど 、 各 種 保 健 事 業 の 推 進 に 努 め

て い ま す が 、 一 方 で 、 対 象 者 の 抽 出 方 法 、 事 業 実 施 に お け る

マ ン パ ワ ー 不 足 、 地 域 間 格 差 等 の 課 題 を 抱 え て い ま す 。

今 後 、 こ れ ら の 課 題 解 決 を 図 る と と も に 、 デ ー タ ヘ ル ス 計

画 に 基 づ い た 取 組 を 着 実 に 推 進 し て い く 必 要 が あ り ま す 。
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( 4 )  個 人 情 報 の 適 正 管 理

 関 係 市 町 村 と の 間 で 情 報 を 共 有 す る 住 民 基 本 台 帳 情 報 や 課

税 情 報 、 医 療 情 報 な ど 、 被 保 険 者 等 の 多 く の 個 人 情 報 を 取 り

扱 う こ と か ら 、 こ れ ま で も 情 報 漏 え い 対 策 等 情 報 セ キ ュ リ テ

ィ に 細 心 の 注 意 を 払 い 、 各 種 の 対 策 を 講 じ て き ま し た 。

 ま た 、平 成 28 年 １ 月 か ら 利 用 開 始 さ れ た 社 会 保 障・税 番 号

制 度 に よ り 、 情 報 の 共 有 化 や 事 務 の 簡 素 化 ・ 効 率 化 等 が 期 待

で き ま す が 、 そ の 一 方 で 、 保 有 す る 個 人 番 号 を 含 む 膨 大 な 個

人 情 報 に つ い て 、 こ れ ま で 以 上 に 厳 格 な 情 報 管 理 や セ キ ュ リ

テ ィ 対 策 が 求 め ら れ ま す 。

３ 基本方針

被保険者が、地域において健康に過ごし、安心して医療を受けられ

る体制を堅持するためには、広域連合と関係市町村が連携して本制度

の円滑かつ安定的な運営を図ることが必要となります。

この計画は、本制度の実施にあたって、広域連合及び関係市町村が

取り組む指針となるもので、共に次に掲げる事項の達成を目指します。

本計画を推進するに当たっては、後期高齢者医療施策の推進と密接

な関係にある国、県及び関係市町村の医療・介護に関する計画等との

整合性を図ることとします。

(1) 健全で安定的な財政運営と事務処理の効率化

医療費の動向を見極め、医療給付費等を的確に把握することで、

保険料率の算定や賦課を適正に行います。併せて、適切な資格管理・

短期被保険者証の交付や、きめ細やかな納付相談等を行い保険料の

収納率向上につながる施策の充実を図るなど、健全な財政運営に取

り組みます。

また、被保険者の利便性に配慮しつつ、事務の効率化・適正化を

進め、さらに円滑な事業運営に努めます。

(2) 医療費適正化の推進

医療費が今後も増加傾向にあると見込まれる中、国の掲げるイン

センティブ改革の内容等も踏まえながら、今後とも診療報酬明細書

の点検、後発医薬品の普及促進、重複 ・頻回受診者への訪問指導、

医療費通知や第三者行為求償、不当利得への対応等により医療費適

正化に努めます。
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(3) 保健事業の推進

広域 連合 と関 係 市町 村が 連携 して Ｐ Ｄ ＣＡ サイ クル に 沿っ た効

果的か つ効 率的 な保健 事業 の実 施を図 るデー タヘ ルス 計画に 基 づ

き、元気な高齢者を増やし、できる限り長く自立した日常生活を送

ることができるよう、高齢者の特性を踏まえた保健事業を実施して

いきます。

具体的には、長寿健診の受診率向上に努めるとともに、健診結果

を活用した訪問指導等や生活習慣病等の重症化予防、口腔検診事業

や高齢者元気づくり事業、未受診高齢者健康づくり訪問指導事業、

地域包 括ケ アの 推進等 の健 康寿 命延伸 を目的 とし た健 康保持 増 進

の取組を実施・支援します。

併せて、保健事業の実施のために、専門職の配置など必要な体制

整備に努めます。

また、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実

施するため、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進し

ます。

具体的には、広域連合において、一体的実施等の保健事業を関係

市町村等へ委託し、委託を受けた市町村は保健師等の医療専門職を

配置して、事業の企画・調整、ＫＤＢシステム等を活用した地域の

健康課題の分析・対象者の把握、医療関係団体等との連絡調整、高

齢者に対する支援等の事業を広域連合と連携して実施します。

(4) 個人情報の適正な管理

本制度の運営に当たっては、広域連合と関係市町村の間で被保険

者情報を中心に、膨大な個人情報のやり取りを行うことが不可欠で

す。また社会保障・税番号制度の実施に伴いこれまで以上に慎重な

取扱い が求 めら れるこ とか ら、 個人情 報の保 護に 関す る法令 や 条

例・規則・情報セキュリティポリシー等の規定に基づき、厳格な管

理の下で情報漏えい防止に万全を期すものとします。

(5) 広報活動の充実

本制度については定着してきたとはいえ、平成 29 年度からの高

額療養費制度や保険料軽減特例の段階的な見直しなど、今後、高齢

者の負担増につながる制度改正が予定されていることから、被保険

者に制度の内容や運営状況等を広く理解していただくとともに、と

りわけ制度改正の内容については、被保険者に混乱を招かないよう

丁寧な説明と周知を図る必要があります。このため広域連合と関係

市町村が情報を共有し密接に連携を取りながら、パンフレットやホ

ームページ及び広報紙等を活用して、分かりやすくきめ細やかな広

報活動の充実に努めます。
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４ 広域連合及び関係市町村が行う事務

広域 連合 が行 う事 務 市町 村が 行う 事務

① 被保 険

者の 資格

の管 理に

関す る事

務

ア 被保 険者 資格 の取 得及 び喪 失の

確認

イ 65 歳 ～ 74 歳 で一 定の 障害 のあ

る人 で被 保険 者を 希望 され る方 の

認定

ウ 被保 険者 証及 び被 保険 者資 格証

明書 等の 交付 決定 等

ア 被保 険者 の資 格管 理に 関す る申

請及 び届 出の 受付

イ 被保 険者 証及 び被 保険 者資 格証

明書 の引 渡し

ウ 被保 険者 証及 び被 保険 者資 格証

明書 の返 還の 受付 等

② 医療 給

付に 関す

る事 務

ア 後期 高齢 者医 療給 付の 支給 決定

及び 実績 の一 括管 理

イ 診療 報酬 明細 書等 の点 検及 び保

管等

ア 後期 高齢 者医 療給 付に 関す る申

請及 び届 出の 受付 並び に証 明書 等

の引 渡し

③ 保険 料

に関 する

事務

ア 保険 料率 の決 定

イ 保険 料の 賦課 、減 免及 び徴 収猶

予の 決定 等

ア 保険 料に 関す る申 請の 受付 等

イ 保険 料の 徴収 及び 滞納 処分 等の

事務

④ 保健 事

業に 関す

る事 務

（全 般）

ア デー タヘ ルス 計画 の推 進

イ 市町 村と 連携 した 保健 事業 の推

進

（保 健事 業と 介護 予防 の一 体的 な実

施）

ウ 保健 事業 の企 画調 整

エ 高齢 者の 健康 課題 や市 町村 にお

ける 保健 事業 の取 組状 況等 の整 理

・把 握・ 分析

オ 市町 村へ の支 援

カ 関係 団体 等と の 調 整

（全 般）

ア 地域 の特 性に 応じ た保 健事 業の

実施

（保 健事 業と 介護 予防 の一 体的 な実

施）

イ 庁内 各部 局間 の連 携体 制の 整備

ウ 事業 の基 本的 な方 針の 策定

エ 事業 の企 画 ・ 調整 、地 域の 健康

課題 の分 析・ 対象 者の 把握 、 関 係

団体 との 連携

オ 介護 の地 域支 援事 業・ 国保 の保

健事 業と の一 体的 な取 組み の実 施

⑤ その 他

後期 高齢

者医 療制

度の 施行

に関 する

事務

ア 広報 活動 等

イ 後期 高齢 者医 療制 度運 営に 係る

電算 処理 シス テム の整 備等

ウ 住民 から の相 談及 び照 会へ の対

応等

ア 広報 活動 等

イ 後期 高齢 者医 療制 度運 営に 係る

電算 処理 シス テム の整 備等

ウ 住民 から の相 談及 び照 会へ の対

応等
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５ 第３次広域計画の期間と改定

この第３次広域計画の期間は、平成 29 年度から令和３年度までの

５年間としますが、広域連合長が必要と認めたときは随時改定を行う

ものとします。
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